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恵庭市まちづくり
基本条例について

恵庭市企画振興部企画課

H30.4.27 第１回恵庭市まちづくり基本条例市民検討委員会

はじめに（1）

恵庭市の自治運営のための基本的な理
念、原則、それを実現して行くための
仕組みを条例化。

・一般的に自治基本条例と言われる。
・自治体の憲法とも言われる。
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資料　３



はじめに（２）
【背景】
①地方分権一括法（2000年）
・「地方分権」の推進により国と地方の関係が変化
・「機関委任事務制度」廃止 以前は国から委任されて
「国の機関」として事務処理

・上下・主従の関係、から国と対等・平等の関係に変化

◎地方自治体には自己決定・自己責任による自主
・自立的な運営が求められるようになった
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はじめに（3）
【背景】
②社会環境の大きな変化
・情報の高速化
・市民ニーズの多様化
・人と人のつながりコミュニティーの希薄化

◎自治体の主体性のもとで、市民と共に考え、
決定し、行動していく新しい形の行政運営が
求められるようになった。
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まちづくり基本条例とは？
市民・議会・行政がお互いに情報を共有

して、

それぞれの役割と責任を明らかにしながら

協働でまちづくりを進めるための
基本的な理念や決まり（ルール）を定める

条例のこと。

「まちづくり」とは?

＜条例第2条第3号＞
施設整備ばかりでなく、愛情と温もり
のある家庭、市民団体の自由活発な活
動や町内会活動など地域における思い
やりや支え合い、家庭や学校と地域が
一体となった子育てなど、市民が快適
で幸せに暮らすためのすべての活動を
いいます。
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協働とは？
協働とは？

さまざまな人たちが、共通の社会目的の達成のため、それぞ
れの能力や特性を生かしながら、自主的に、対等の立場で
「協力して」ともに活動すること。

市民と行政の協働の領域

市民主体 行政主体

市民活動団体等が責任を
持って主体的に活動する領域

行政と市民活動団体等がそれぞれの責任と
役割を担って活動する領域

行政が責任を持って主体
的に活動する領域

市民主導で

行政が協力

行政主導で

市民が協力
協働領域

8

なぜ条例を作ったのか
○市では、平成２０年２月に「市民と行政の協働のまちづく
り指針」を策定

社会情勢をめぐる変化に応じ、新たな地域課題を解決する
ために、行政と市民が協力できる範囲について、お互いに
「協働」したまちづくりを進めていく考えを示したもの。

市ではこの指針に基づき、まちづくりを進めてきたが、さ
らにこの考えを明確にし、また力強く進めるために、「条
例」という法形式を用いること にした。
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条例づくりに
どう取り組んだか（１）
平成２３年９月、有識者として北海学園大学
の教授を委員長に迎え、公募市民８人と市職
員５人で構成する市民委員会として「恵庭ま
ちづくり基本条例制定市民委員会」を設置

市民委員会では、１年７ヶ月にわたり２７回
の委員会をはじめ、合わせて５０回ほどの会
議を開催し、条例素案について検討
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条例づくりに
どう取り組んだか（２）
ワークショップ（まちづくりに関する参
加者の意見交換会）やフォーラム（公開
討論会）を計４回開催。

平成２５年３月２８日、条例の素案とな
る「提言書」を市長に提出。
市では条例素案の提言を受け、４月には
４箇所で地区説明会、パブリックコメン
ト（意見公募）を実施
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条例づくりに
どう取り組んだか（３）
恵庭市議会で条例素案について審議（まちづく
り基本条例特別委員会）

市民からの意見をお伺いする機会の提供
（出前講座）

平成25年9月の第3回定例市議会に提案、可決

平成２６年1月1日 施行
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条例が目指すもの
その趣旨は条例の「前文」で表現されています！

前文では、恵庭の地名である「恵まれた庭」を
キーワードに、私たち恵庭市民の願いを実現
する手法として、「花のまちづくり」を例に、
「協働」によるまちづくりを目指すことを明ら
か
にしている。

前文のイメージとは……？
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キーワード
「恵まれた庭」

「住みよい環境の中で」

①ふるさとに誇りを持つ子どもたちを健やかに育てたい

②誰もが健康で安心して暮らしたい

③仲間がいて生きがいのある暮らしをしたい

願 い

①市民と市民のつながり

②市民と行政のつながり

③それぞれが果たすべき役割と責任の理解

④市民の手で花のまちを創ったように、自分のできることから

積極的に取り組む活動

①自然環境 = 澄んだ空気・きれいな水・美しい緑・広がる田園

風景・豊かな食資源

②生活環境 = 交通の利便性・きめ細かな子育て支援・行き

届いた読書環境・活発な文化やスポーツ活動

協 働

「花・水・緑 人が支え合う 生活都市 えにわ」が持続的に

発展するための市民自治の確立 = 基本条例制定の意義
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条例の構成（１）
９章３０条で構成。
市民、議会、市のそれぞれの役割や責務、協働のまちづ
くりのための基本原則や、市の行政運 営のあり方につい
て記述している。

前文に歴史観を記述せず、未来志向の観点から簡潔に書
き上げたこと

「参加」のみならず、政策の企画段階からの「参画」す
る権利を保障することで市民と一体となったまちづくり
を目指していること（第5条）

恵庭市の特徴
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「コミュニティ」の規定をおいたこと、また、町内会な
どの「地域コミュニティ」がまちづくりに重要な役割を
担っていること（第2条第6号、第14条）

職員の職務に対する姿勢を文言にあらわしたこと、管理
職の規定を置いたこと（第11条）

条例の見直しについて、市民が参画する委員会を設置し
て行うことを明言していること（第30条第2項）
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条例の構成（２）

第１章 総則（第１条 第４条）
第２章 市民（第５条・第６条）
第３章 議会及び議員（第７条・第８条）
第４章 市長、執行機関及び職員（第９条 第１１条）
第５章 協働のまちづくり（第１２条 第１６条）
第６章 情報の共有（第１７条 第２０条）
第７章 行政運営（第２１条 第２８条）
第８章 国、北海道及び他の市町村との連携（第２９
条）
第９章 条例の見直し（第３０条）

第1章 総則（第1条ー第4条）
条例制定の目的と条例で用いる用語の定義（第1
条、第2条）
条例の位置づけ（第3条）
⇒まちづくりの基本、条例の趣旨の最大限尊重
義務

まちづくりの基本原則（第4条）
①まちづくりの協働の原則
②市民のまちづくりに参画する機会の平等な保障
③まちづくりに関する情報の共有
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第2章 市民（第5条・第6条）
市民の権利（第5条）
①自由意思によるまちづくりへの参画の権利
②市が保有する情報の知る権利

市民の役割（第6条）
互いの尊重・協力によるまちづくりへの参加
（努力義務）
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第3章 議会及び議員（第7条・第8条）
議会の役割と責務（第7条）

①市の重要事項の決定と市の事務執行の監視、けん制
②調査研究と政策形成・立案機能の充実強化
③市民意見の把握と議会情報の共有化による市民意思
の反映

議員の責務（第8条）
①公正かつ誠実な職務執行
②政策形成能力の研さんと倫理観と使命感をもった総
合的な視点での判断
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第4章 市長、執行機関及び職員(1)
（第9条ー第11条）
市長の責務（第9条）
①恵庭の魅力発信と公正かつ誠実な市政執行
②市民意向把握と合意形成による市政運営
③政策形成過程における市民が参画できる場の
提供
④職員の指導監督・人材育成と効率的で効果的
な組織運営

執行機関の責務（第10条）
所管事務の公正かつ誠実な管理と執行
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第4章 市長、執行機関及び職員(2)
（第9条ー第11条）
職員の責務（第11条）

①職員は、市民と共に考え、市民の気持ちに共感し、
市民の視点に立って公正かつ誠実に職務を遂行しなけ
ればなりません。
②職員は、職務の遂行に必要な技術や能力が向上する
よう自己研さんに努め、管理職員は、その所属する職
員を指導し、育成に努めなければなりません。
③職員は、まちづくりに関する専門的な知識及び能力
を十分に発揮し、自らも市民として積極的にまちづく
りに参加するものとします。
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第5章 協働のまちづくり(1)
（第12条ー第16条）
市民参加の推進（第12条）
市民参加の推進と市民がまちづくりに参加できる機
会の充実

協働のまちづくり（第13条）
①市民、議会、市の相互理解と信頼関係にもとづく
協働
②市民の経験、知識・創造性を活かしたまちづくり
③市民が自発的に市民活動に取り組めるような環境
づくり 23

第5章 協働のまちづくり(2)
（第12条ー第16条）
コミュニティ（第14条）

①自由なコミュニティ形成と活動
②コミュニティの自主性・自立性の尊重
③コミュニティの形成・活動に対する積極的支援
④地域コミュニティとの協働

市民意見の公募（第15条）
①重要な政策決定にあたっての意見公募の実施
②意見に対する意思決定と考えの公表
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第5章 協働のまちづくり(3)
（第12条ー第16条）

住民投票（第16条）
①住民投票の実施
②選挙権を有する市民の住民投票実施の請求
③住民投票結果の尊重
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第6章 情報の共有(1)
（第17条ー第20条）
情報の共有（第17条）
①市民、議会、市がまちづくりに関する情報を共有
②まちづくりに関する情報の適正管理と積極的な提供

説明責任（第18条）
まちづくりに関する情報のわかりやすい説明

26



第6章 情報の共有(2)
（第17条ー第20条）

情報公開（第19条）
公文書の公開その他の情報公開の実施

個人情報の保護（第20条）
個人情報の適正な取り扱い

27

第7章 行政運営(1)
（第21条ー第28条）
総合計画（第21条）
①総合的かつ計画的な市政運営実現のための基
本構想等の策定
②基本構想の議決
③策定にあたっての情報提供と市民参加
④達成状況などに係る進行状況の公表
⑤他の計画との整合性
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第7章 行政運営(2)
（第21条ー第28条）
行政評価（第22条）
①効率的・効果的な事務執行のための行政評価
の実施

②評価結果の公表と行政運営への反映

財政運営（第23条）
①中長期的な視点に立った健全な財政運営
②総合計画との整合性や行政評価結果を踏まえ
た財源の効率的・効果的な活用

③財政状況に関する情報の公表 29

第7章 行政運営(3)
（第17条ー第28条）
組織運営（第24条）
①機能的な組織の編成
②市の組織内における連携の緊密化と迅速・柔軟な業務
遂行

行政手続（第25条)
行政運営の公正性の確保と市民の権利利益保護のための
行政手続に関する共通事項の策定

出資団体等（第26条）
①出資団体等に関する出資等の状況の公表
②出資団体等や指定管理者が行う業務に対する指導・助言
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第7章 行政運営(4)
（第17条ー第28条）
審議会等（第27条）
①公募委員の参加等市民が幅広く参画できるため
の配慮
②審議会等のあり方検討

安全で安心なまちづくり（第28条）
①地域における安全意識の高揚と自主的活動促進
・生活環境整備
②危機管理体制の整備と災害に強いまちづくり
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第8章 国、北海道及び他の市町
村との連携（第29条）

国、北海道及び他の市町村との連携
①国・北海道との連携
②他の市町村との連携・協力関係の構築と共
通課題の解決
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第9章 条例の見直し（第30条）

条例の見直し
①5年を超えない期間ごとの見直しの検討
②検討等にあたっての市民委員会の組織化
③検討等の結果の公表
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条例制定後は・・・

条例の理解⇒知ってもらわないと意味が無い

⇒広報活動が重要

・市広報誌掲載

・市ホームページ掲載

・パンフレット配布（マンガを活用）

・新人職員研修

・小・中学校のふるさと教育との連携

（若草小・柏陽中）

・・・など
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最後に
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⇒定着化

市民と行政が協働でまちづくりを行うことは、

「１＋１＝２」だけではない、それ以上の無限の答
えになる可能性を秘めています。






